
２００１年６月３０日

規制緩和及び競争政策に関する

日米間の「強化されたイニシアティブ」第四回共同現状報告
（仮訳）

　規制緩和及び競争政策に関する日米間の「強化されたイニシアティブ」の下での

４年目の対話において、日米両国政府は、更に規制緩和を促進し、効果的な競争政

策を用い、「強化されたイニシアティブ」の実施に相当のリソースを投入する決意

を再確認した。

　４年目の対話を通じ、日米両国政府は、上級会合並びに専門家会合（電気通信、

住宅、医療用具・医薬品、金融サービス、エネルギー、及び、ＩＴ・競争政策・商

法改革・法制度改革・流通・透明性及びその他の政府慣行を含む構造的問題）を開

催してきた。双方通行の対話の原則及び具体的な進展の達成という目的にのっとり、

日米双方は、多岐に亘る規制緩和項目について意見交換を行った。こうした努力の

一環として、２０００年１０月、日米両国政府は要望書を交換した。

　日本政府は、一連の規制緩和措置をとってきており、その最新かつ最も重要なも

のとして、２００１年３月３０日に規制改革推進３か年計画が採用されたことがあ

げられる。今回の共同現状報告には、強化されたイニシアティブの下での作業に関

連する日米両国政府による主要な規制緩和及びその他の措置が列挙されている。両

国政府は、過去４年間に強化されたイニシアティブの下で達成された進展を歓迎し

ている。日米両国政府は、これらの措置が競争力のある製品及びサービスの市場ア

クセスを改善し、消費者利益を増進し、効率性を高め、経済活動を促進するとの見

解を共有する。強化されたイニシアティブの下で取られる措置は、国際的な義務と

整合的に、競争的な外国の製品及びサービスに対し無差別待遇を提供するものであ

る。

　両国政府は、更に規制改革を促進する決意を再確認する。両国政府は、いずれか

の政府の要望に基づき、双方に都合の良い時期に、この報告書に含まれている措置

を取り上げるために会合する。両国政府はまた、新たに設立される成長のための日

米経済パートナーシップの重要な構成要素となる規制改革及び競争政策改革イニ

シアティブを通じ、強化されたイニシアティブの下で達成された進展の基盤の上に

立つ決意を確認した。



「強化されたイニシアティブ」の下での

日本政府による規制緩和及びその他の措置

I．電気通信

Ａ．競争促進

１．日本政府は、電気通信事業の公正競争の一層の促進を図るため、市場支配的な

電気通信事業者の反競争的行為を防止、除去する非対称規制の整備や電気通信事

業紛争処理委員会の設置等を行う電気通信事業法等の一部を改正する法律案を

国会に提出した。同法律案は、２００１年６月１５日に成立した。

２．非対称規制には、以下のものを含む。

ａ．反競争的セーフガードは、次の２類型の電気通信事業者に適用される。

（１）第一種指定（地域固定系）電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者

（２）第二種指定（移動体系）電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者であ

って、市場シェアやその推移その他の事情を勘案して、総務大臣から指定を受け

たもの

ｂ．上記（１）又は（２）に分類される事業者に対し、規制は次の３つの禁止行為

類型を明確化する。

（１）接続により得られた情報の目的外利用・提供

（２）特定の電気通信事業者に対する不当に優先的な又は不利な取扱い

（３）電気通信設備の製造業者若しくは販売業者又はコンテンツ・プロバイダーに

対する不当な規律・干渉

ｃ．そのような行為に対処するため、改正された法律の下に、違反行為を速やかに

是正することを可能にする効果的な措置（行為の停止・変更命令）が整備される。

ｄ．改正された法律は、指定された地域固定系ネットワークを有する電気通信事業

者とその親会社、子会社又は兄弟会社に該当する電気通信事業者の中から総務大

臣が指定するものとの間の法的ファイアウォールを規定する。このファイアウォ

ール規定は、以下を含む。

（１）役員兼任の禁止

（２）接続に必要な建物・施設の利用又は情報提供の同等性確保

（３）各種業務の受託に当たっての同等性確保

ｅ．改正された法律の下に、その違反行為を速やかに是正することを可能にする効

果的な措置（過料又は行為の停止・変更命令）及び指定された地域固定系ネット

ワークを有する電気通信事業者に対する遵守状況の毎年の報告義務が整備され

る。

ｆ．指定された地域固定系ネットワークを有する電気通信事業者の契約約款（現在

届出制になっている、ユーザ料金を除く）及び接続約款、共用協定は現行どおり

認可とし、それ以外の事業者の契約約款及び接続協定、共用協定は認可を要せず

届出となる。届出事項は関連省令に規定される。

ｇ．指定された移動体系ネットワークを有する電気通信事業者の接続約款について

は作成・届出・公表を義務付ける。接続約款が能率的な経営の下における適正な

原価を反映していないと認められる場合には、変更を命ぜられることがある。



３．総務省は、上記の法律の公布後、法律に定めるところに従い、情報通信審議会

に諮ることにより、省令の改正を行う。審議会は、必要に応じて意見招請を行う。

４．２００１年に、総務省は、情報通信審議会に諮ることにより、改正されたＮＴ

Ｔ法第２条第５項に基づきＮＴＴ東日本／西日本が業務範囲拡大の認可を受け

るための競争条件を明らかにしたガイドラインを作成する。

５．新たな、競争中立的なユニバーサルサービス基金の仕組みの下で、適格電気通

信事業者は、ユニバーサルサービス（加入電話、公衆電話及び緊急通報）の提供

コストの一部を補てんするためユニバーサルサービス交付金の交付を受けるこ

とが可能になる。ユニバーサルサービスの提供コストは、長期増分費用（ＬＲＩ

Ｃ）方式に基づくコスト算定方式により決定される。

６．全ての第一種及び特別第二種事業者は、協定又は約款の届出によりより柔軟に

卸電気通信役務を提供できるようになる。届出事項は関連省令に規定される。

Ｂ．相互接続

１．総務省は、ＮＴＴ東日本・西日本から認可申請のあった、電話・ＩＳＤＮの提

供等に用いる機能についての２０００年度から２００２年度までのＬＲＩＣ方

式による接続料の改定について、２００１年２月に認可した。この結果、例とし

て、２０００年度に比較して、２００１年度の公衆網の接続料は、７．１パーセ

ント（ＧＣ接続、１８０秒）－２３．１パーセント（ＺＣ接続、１８０秒）低下

した。

２．ＩＳＭ交換機能の接続料について、総務省は、ＮＴＴ東日本・西日本からの２

０００年度から２００２年度の３年間で段階的に廃止するとの認可申請を、２０

０１年２月に認可した。これにより、ＩＳＤＮと公衆網の接続料の間の格差が消

滅する。

３．総務省は、１９９７年３月から１９９９年９月まで開催された長期増分費用モ

デル研究会の報告書及び２０００年２月の電気通信審議会答申「接続料算定の在

り方について」において指摘されている見直し事項等につき、２０００年９月に

長期増分費用モデル研究会を再設置し、長期増分費用モデルの見直しについて検

討を開始した。検討される事項には、減価償却率、入力値の選択及び価格、ロー

カルループの原価算定、及びＮＴＳコストの範囲が含まれる。この検討は２００

２年２月頃結論を出す予定である。

４．定額のネットワーク利用料によりインターネットの利用を刺激し得る、定額的

な接続料に関し、総務省は、具体的な算定方式等について、２００１年１月及び

２月に意見招請を行った。現在は、情報通信審議会において審議を行っており、

その答申草案「ＩＴ時代の接続ルールの在り方について」が２００１年５月に公

表され、意見招請が行われた。総務省は、答申を受けて、適切な措置を講じる。



５．総務省は、ＮＴＴドコモ各社の接続料改定について、それぞれの社の業務区域

内にある接続点において他事業者と接続する場合の接続料を１８．１円／分から

１５．２円／分に引き下げることを２００１年３月に認可し、引き下げられた接

続料は、２０００年４月１日に遡及適用された。

Ｃ．線路敷設権

１．日本政府は、第一種電気通信事業者、電気事業者及び鉄道・地下鉄事業者によ

る自主的な改善策について調査し、２０００年１０月及び２００１年３月に報告

書を公表した。

２．日本政府は、２０００年度において、線路敷設に関する意見・苦情を受け付け、

我が国における「線路敷設権」及び既存事業者設備へのアクセスを巡る状況につ

きレビューを行った。そのレビュー結果は、２００１年４月３日に公表された。

３．日本政府は、２００１年３月２９日に高度情報通信ネットワーク社会形成基本

法第３５条に基づき決定された「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画」において、線路敷設

の円滑化のための措置を明示した。これらの措置には、約２万９千ｋｍの公共の

光ファイバ収容空間の整備・開放を進めるとともに、インターネットにて公表す

ることが含まれる。また、政府は、２００１年３月３０日に閣議決定した「規制

改革推進３か年計画」において、電柱・管路等の施設の更なる開放及び道路等の

公的空間への敷設円滑化のために２００１年度から２００３年度までの３か年

にわたって取り組む一連の関連措置を列挙した。

４．総務省は、第一種電気通信事業者による線路敷設の円滑化を図り、超高速イン

ターネットの整備に不可欠な光ファイバ網の整備等を推進するため、電気通信事

業者、電気事業者、鉄道事業者が保有する電柱・管路等使用に関する公平、非差

別、透明なルールを規定した「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドラ

イン」を策定した。ガイドラインに基づき、アクセス拒否の事由は明確にされる。

ガイドラインは２００１年４月１日から運用が開始された。

５．日本政府は、線路敷設権に関する紛争に適用される紛争処理手続を強化するた

め、１）道路管理者等との調整手続、及び２）総務大臣が裁定等を行う際には電

気通信事業紛争処理委員会への諮問・答申を経ることとする手続を新たに導入す

る電気通信事業法等の一部を改正する法律案を国会に提出した。同法律案は、２

００１年６月１５日に成立した。

Ｄ．アンバンドリング

１．総務省は、アンバンドルされたメタル加入者回線との接続及びＩＳＭとの接続

に関して、接続料や技術的条件がＮＴＴ東日本・西日本の接続約款に含まれるよ



う、２０００年９月に省令の改正を行い、２０００年度内に認可した。これによ

り、インターネット利用のためのハイスピードアクセスサービスを提供する競争

事業者は加入者回線を自前で設立しなくても加入者に直接サービス可能になる。

２．２０００年１２月の電気通信審議会答申「接続ルールの見直しについて」を受

けて、総務省は、ブロードバンド普及及び公正競争を促進するために、１）端末

系と中継系のダークファイバの接続料、２）ダークファイバと接続する際の技術

的条件、３）ファイバの材質や空き状況等を含めた光ファイバの設備との接続に

要する情報開示を競争事業者がＮＴＴ東日本・西日本より受ける手続きをＮＴＴ

東日本・西日本の接続約款に記載するよう２００１年４月に省令の改正を行い、

２００１年５月、認可申請を受け、情報通信審議会に諮問した。総務省は、答申

を受けて、適切な措置を講じる。

３．総務省は、データ伝送サービスにおける公正競争条件を確保するために、１）

データ伝送役務の提供に使用される伝送路設備及び事業者を振り分ける機能を

有するルータ等を指定電気通信設備に追加する告示の制定と、２）ＮＴＴ東日

本・西日本の地域ＩＰ網をアンバンドルして、その接続料を算定し、ＮＴＴ東日

本・西日本の接続約款に記載するよう省令改正を、２００１年４月に行った。地

域ＩＰ網をアンバンドルした機能の接続料については２００１年５月に認可申

請を受け、情報通信審議会に諮問した。これにより、事業者はＮＴＴ地域会社の

ＩＰ網に非差別的にアクセスできるようになる。総務省は、答申を受けて、適切

な措置を講じる。

４．総務省は、ＮＴＴ東日本・西日本が現に設置する屋内配線の提供に関するルー

ルを、ＮＴＴ東日本・西日本の接続約款に記載するよう２００１年４月に省令を

改正し、２００１年５月、認可申請を受け、情報通信審議会に諮問した。総務省

は、答申を受けて、適切な措置を講じる。

Ｅ．コロケーション

　　コロケーションの機会を改善するため、総務省は、ＮＴＴ東日本・西日本の接

続約款に以下の各事項を記載するよう２０００年９月に省令の改正を行った（２

０００年１０月に施行）。

（１）コロケートされている施設の工事や保守を迅速に行うことを接続事業者に許

容する手続き

（２）接続事業者にＮＴＴ東日本・西日本の建物内にコロケートされている自らの

装置への２４時間アクセスを提供するために必要な手続き

（３）コロケーションの請求に対する回答及びコロケーションのための工事のＮＴ

Ｔ東日本・西日本の標準期間

（４）コロケーションに利用可能な空間に関する情報開示手続き

（５）コロケーションのための空間が利用可能である空き場所がないという回答が

あった場合にこれを確認するためにＮＴＴ東日本・西日本の建物に立ち入る手続



き

　　総務省は、関連する接続約款の改正を２０００年１１月に認可した。

Ｆ．再販

１．総務省は、専用線について、事業者向け割引料金（キャリアズ・レート）をＮ

ＴＴ東日本・西日本の接続約款に記載するよう２０００年１１月に省令の制定を

行い、２００１年１月にＡＴＭ及びその他のデジタル専用線サービスのための料

金を認可した。割引率は事業者とエンドユーザに対するコストの差異に基づいて

いる。デジタルサービスに対する割引率は、８．６パーセントから２４．３パー

セントである。

２．公衆網の事業者向け割引料金については、２０００年１２月の電気通信審議会

答申「接続ルールの見直しについて」において、専用線と公衆網との異同なども

十分検討した上で、公衆網における事業者向け割引料金の実現を図るために引き

続き詳細な検討を行う必要がある、とされたところであり、現在情報通信審議会

において検討中である。

Ｇ．電波管理

　　日本政府は、無線局免許における競願処理手続きを整備し、無線局の目的別の

周波数等を定めた「周波数割当計画」を作成・公示することを内容とする電波法

改正を行い、改正電波法は２０００年１１月に施行された。競願処理手続きのた

めの比較審査基準や「周波数割当計画」は、意見招請手続きを行って策定され、

一般に公開されている。

Ｈ．その他

１．総務省は、第一種電気通信事業者が、自己のネットワークの一部に他の電気通

信事業者から利用者契約約款ベースで調達した電気通信回線設備を利用し、全体

を一体的に第一種電気通信事業として運用することができるよう２０００年１

１月に省令を改正した。

２．優先接続については、総務省は、１９９９年４月に所要の省令改正を行い、２

０００年１２月に施行した。総務省は、優先接続を可能にするための接続料及び

工事費の設定についてのＮＴＴ東日本・西日本の接続約款の変更申請について、

２００１年３月に認可し、優先接続は２００１年５月１日から提供が開始された。

３．番号ポータビリティについては、総務省は、１９９９年８月に所要の省令改正

を行い、２０００年１２月に施行した。総務省は、番号ポータビリティを可能に

するための接続料及び工事費の設定についてのＮＴＴ東日本・西日本の接続約款



の変更申請について、２００１年３月に認可した。

II．ＩＴ

Ａ．インターネット・サービス・プロバイダー（ＩＳＰ）の法的責任

１．２０００年５月、総務省は、インターネット上を流通する違法情報への対策を

検討するため、「インターネット上の情報流通の適正確保に関する研究会」を設

置した。同研究会においてＩＳＰの法的責任に関する検討が行われた。２０００

年１２月、報告書が取りまとめられた後、約１か月にわたって本報告書に対する

意見募集手続が行われた。

２．同報告書における提言や寄せられた意見を踏まえ、現在、総務省において、Ｉ

ＳＰ等による迅速かつ適切な対応を促進するため、権利を侵害されたと主張する

者と、情報の送信者との利益のバランスについて適切に配慮しつつ、名誉毀損、

プライバシー侵害、著作権侵害といったあらゆるインターネット上の違法情報に

対して、分野横断的に、ＩＳＰの責任の明確化を図ること等を目的とした法案の

策定作業を進めている。日本政府は本件につき米国政府と引き続き対話を行う。

Ｂ．知的所有権

１．「一時的複製」

　　日本政府は本件につき米国政府と引き続き対話を行う。

２．ＷＩＰＯ実演・レコード条約（ＷＰＰＴ）

　　日本政府は、ＷＩＰＯ実演・レコード条約（ＷＰＰＴ）の発効を支持する。迅

速な発効を確保するため、日本政府はＷＰＰＴを可能な限り早く国会に提出する。

Ｃ．プライバシー

　　個人情報の保護については、個人情報保護法制化専門委員会が２０００年１０

月にとりまとめた「個人情報保護基本法制に関する大綱」において、個人情報の

保護と利用との間の適切なバランスが図られるべきであることが明確にされて

おり、また、民間部門における個人情報の保護のための基本的かつ一般的な仕組

みを構築することが求められているとともに、自主的なメカニズムを通じて苦情

を解決する方途も開かれている。日本政府は、２００１年３月、この趣旨に沿っ

た法律案を国会に提出した。

Ｄ．電子商取引に関する法的枠組み



１．日本政府は、民間の取引における、書面主義、対面主義、日本における店舗設

置義務付け等の法令その他行政上の義務付けが、今後の電子商取引の成長を妨げ

るものとなるとの認識の下、どのような義務付けが存在しているのかについて、

総点検作業を行った。総点検作業は、書面主義については内閣官房が、それ以外

については内閣官房と規制改革委員会とが連携して行われた。その結果は２００

０年９月に公表された。

２．総点検作業の結果を受け、民間同士の書面の交付や書面による手続の義務付け

を含む５０本の法律について、従来の手続に加え、電子的手段を容認するよう、

一括して改正する法律が、２０００年の臨時国会において成立した。この法律は

２００１年４月より施行されている。

３．日本政府は、対面行為の義務付け、日本における事業所の必置規制、及び書面

保存義務など、電子商取引の成長を妨げる既存の法律や規制の改定について、逐

次検討していく。

Ｅ．政府調達の電子化

１．物品・サービス（非公共事業）

ａ．日本政府は、競争契約参加資格審査及び名簿作成を統一的に行い、いずれかの

省庁に資格を申請すればその資格が全省庁に有効となるようなシステムを構築

し、２００１年１月の定期審査から運用している。

ｂ．日本政府は、各府省がホームページで提供する情報を一括する政府調達情報の

統合データベースの運用を２００１年度中に開始する。この情報は一つのウエブ

サイト（http://www.chotatujoho.go.jp/va/com/TopPage.html）上で提供される。

２．公共事業

　　日本政府は、２００１年１０月から、一部の事業でインターネットを活用した

電子入札・開札を開始し、原則として２００４年度までに全ての直轄事業で電子

入札・開札を導入する。国土交通省は、公共事業支援統合情報システム（ＣＡＬ

Ｓ／ＥＣ）を２００４年度までに構築する。

Ｆ．デジタル商品の取引推進

　　日本政府と米国政府は、デジタル商品の貿易の自由な取り扱い及び全てのエコ

ノミーにおける電子商取引の利用拡大を確保する施策を多国間で推進すること

につき、協力していく。

Ｇ．セキュリティ

１．日本政府と米国政府は、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の情報システムのセキ



ュリティに関するガイドラインは、情報セキュリティに対する国別のアプローチ

の重要な基盤を成すべきであるとの見解を共有している。

２．日本政府は、ＯＥＣＤのガイドラインのレビューを支持し、ＯＥＣＤが計画し

ているグローバル・ネットワーク時代の情報セキュリティに焦点を当てたワーク

ショップを２００１年９月に東京において主催する。

３．日本政府と米国政府は、ガイドラインのレビューに貢献し、また、透明なレビ

ューのプロセスを確保するために、ＯＥＣＤの他の加盟国と協力する。

４．日本政府は、２０００年１２月に、いわゆるサイバーテロから重要インフラを

防護するため、「重要インフラのサイバーテロ対策に係る特別行動計画」を策定

し、本年中を目途に官民連携、連絡体制の確立等に取り組んでいる。

５．また、２００１年１月に、ＩＴ戦略本部に民間有識者からなる「情報セキュリ

ティ専門調査会」及び全省庁の代表からなる「情報セキュリティ対策推進会議」

を設置するなど、官民一体となって情報セキュリティ対策を推進している。

III．医療用具・医薬品

Ａ．革新性の認識

１．厚生労働省は、２０００年に、薬価制度の透明化を図る観点から、薬価算定ル

ールの明確化・文書化、薬価算定組織の設置といった措置を講じたところである。

今後は、以下にあげられている薬価算定基準の残された課題について、２００２

年４月１日までに施策をとりまとめることを目標に議論を進める。これらの改革

は、患者に対してより効果的で費用効率的な治療を提供する革新的な製品をより

迅速に導入し、より広く使われるようにするために革新性を十分に認識した、医

薬品の適切な評価を行うものである。この過程で、厚生労働省は、改革の過程の

様々な段階での活発な対話を通じ、米国製造業者を含む関係業界の提案や意見を、

真剣に考慮する。厚生労働省は、特に以下の点に着目し、現行の仕組み及び代替

策の長所及び短所を考慮する。

ａ．調整幅

ｂ．先発品・後発品の取扱い

ｃ．加算

ｄ．その他（例えば（１）市場規模拡大に応じた再算定、（２）外国価格調整）

２．２００１年５月、薬剤分類委員会は、作業を終え、比較薬の薬剤分類の原案を

とりまとめ、厚生労働省に提出した。厚生労働省はこれを公表し、米国製造業者

を含む関係者に対して、２００１年７月２３日までの２ヶ月間、この原案に対す

る意見を表明する機会を与えた。この薬剤分類作業は、薬学及び臨床医学上の原

則に基づき、革新的な医薬品の価値を適切に認識したものとなる。

３．２０００年１０月、厚生労働省は、保険医療材料の保険適用手続きの見直し及



び透明化を図る観点から、保険適用区分の細分化（Ａ１からＣ２まで）、それぞ

れに対応した定義の明確化及び区分毎の保険適用までのタイムクロックの明確

化を行った。この仕組みは、革新性の価値を十分に認識した、医療材料の適切な

評価をおこなうものである。また、厚生労働省は、患者に対してより効果的で費

用効率的な治療を提供する革新的な製品をより迅速に導入し、より広く使われる

ようにする観点から、Ｃ１及びＣ２製品に係る新たな機能区分について、適切な

価格算定ルールや保険導入時期等について検討する。これらの検討については、

中医協では、様々な点が検討すべき事項としてあげられている。米側としては、

Ｃ１・Ｃ２の暫定価格の希望書提出、審査及び設定に関する明文化されたルール、

基準及び手続き並びに医学的かつ経済的な考慮を反映した最終価格の設定を求

めているところであるが、厚生労働省は、適切な審議会等において、米国製造業

界が意見を表明する十分な機会を提供するとともに、示された意見について真剣

に考慮する。

４．保険医療機関購入価に係る医療材料の機能別の償還価格の設定過程においては、

関連する企業に対し、それらの企業の懸念事項、例えばそれらの企業が認識して

いる「不均衡な負担」について、厚生労働省と直接議論する意義のある機会が与

えられる。

Ｂ．承認手続き

１．厚生労働省は、臨床試験不要の医療用具の範囲をさらに広げ、創傷被覆材も含

めた。

２．２００１年３月２８日に、厚生労働省は、「改良」及び「新」医療用具の承認

審査のステップの概略を明確に示すフローチャートを含む文書を公表した。この

システムでは、申請者と審査官の直接のコミュニケーションが提供され、専門委

員と面会する機会も与えられうる。このシステムには、審査の初期段階でのロー

ドマップ機能も盛り込まれ、そこで申請者は審査官に対して、申請内容の要点を

示すことができる。

３．厚生労働省は、「改良医療用具」の新区分が「後発医療用具」の範囲を狭める

ものではないことを確実にするため及び承認の迅速化を図るために、米国の業界

を含む関係者との対話を積極的に行う。厚生労働省は、医療用具承認申請の３区

分（「後発」、「改良」及び「新」）を明確にするためのディシジョン・ツリーの作

成を進め、公表していく。

４．厚生労働省は、医療用具の承認審査プロセスの流れのなかで、承認申請に関す

る申請前相談の機会を提供するという通知を２０００年５月２４日に発出し、か

かる相談のための窓口を明らかにした。厚生労働省は、審査官により提供される

申請前相談と申請後の取り扱いが一貫したものとなるよう、努めていく。

５．厚生労働省は、医療用具の承認申請者に対しても、適宜、厚生労働省の上級職



員との面会の機会を提供する。

６．厚生労働省、経済産業省及び米国業界を含む関係者は、薬事法及び計量法の下

での体温計及び血圧計の取扱いに関し、引き続き協議を続ける。厚生労働省及び

経済産業省は、薬事法の下での承認並びに計量法の下での型式承認及び検定を要

する体温計及び血圧計の申請者にかかるデータの負担のおそれを軽減するため、

様々な方法を検討する。

７．厚生労働省は、申請者のデータの負担軽減の目的に添って、生物学的適合性試

験に関する米国業界を含む関係者からのコメントについて対話を継続し、さらな

るコメントの収集のための改訂された案を近い将来公表する。

８．過去三年間、厚生労働省は数多くの重要な、新医薬品の承認審査に関する改善

を行ってきており、それらは承認審査期間の短縮につながっている。厚生労働省

は、２０００年４月以降に申請される申請に対する標準的事務処理期間の１２ヶ

月に向けて、着実な標準的事務処理期間の短縮の成果を上げている。厚生労働省

は、この承認手続きの迅速化を継続し、また、米国業界を含む関係者との対話を

続け、この成果全体を一層確実なものとしていく。米国政府は、米国企業に対し

て質の高い新医薬品承認申請を行うよう、引き続き、呼びかけていく。

９．２０００年１１月に、厚生労働省は、医薬品の承認審査のステップを明確にす

るためのフローチャートを含む文書を発出した。この制度は、申請者と、専門委

員を含む審査側との直接のコミューケーションを提供するものである。この制度

は、審査の初期段階でのロードマップ機能も盛り込み、そこで申請者は審査官に

対して、申請内容の要点を示すことができるとともに、原則として、面接審査会

２週間前に申請者に提供される主要問題点に引き続き、申請６ヶ月後に面接審査

会を行うものである。申請者においても、当該審査会に自身の専門家を参加させ

ることができ、また、その後、申請者に、「承認」又は「承認不可」の見込みが

示される。

１０．日本は、新医薬品の市販直後調査を２００１年１０月から実施するが、そこ

での国内及び外国で開発された品目の取り扱いは同一である。

Ｃ．外国臨床データの受入れ

１．厚生労働省と審査機関は、外国臨床データの受け入れを増加し、臨床的な有効

性及び安全性の主な根拠としての外国臨床データの受け入れを継続していく。

２．医薬品機構での相談を通じ、ケースバイケースで、用法や臨床評価指標等の要

因を考慮し、最初の効能を支持する外挿性を示すデータが存在する場合に、類似

の効能について追加的なブリッジング試験を行う必要がないかどうかの可能性

が検討されうる。

３．厚生労働省は、日米ＥＵ医薬品規制整合化国際会議（ＩＣＨ）Ｅ５ガイドライ

ンの利用をより容易とするための付加的なガイダンス等の作成のために、ＩＣＨ



の枠組みにおいて、人種や追加的なデータが外国データの外挿のために必要かど

うかについて、またどのような条件で必要とされるかについての解釈を含む当該

ガイドラインの問題点を特定することに建設的に対応していく。

４．厚生労働省は、米国業界を含む関係者に対して、ブリッジングの問題に関して

意見交換をする機会を引き続き提供し、医薬品機構の治験相談の利用を促すとと

もに、治験相談における経験に基づく重要な留意点や指導を講習会等を通じて公

表していく。

Ｄ．透明性

１．２０００年１０月１日、薬価算定組織及び保険医療材料専門組織が設置された。

これらの組織は、医療材料及び医薬品の価格設定に対しての不服意見を表明する

過程を提供している。結果に対して全体的な責任を有する厚生労働省は、これら

の組織が、希望者が意見表明をし、関連する事項について議論するためのこれま

で通りの十分な時間とアクセスを提供することを保証する。これらの組織は、希

望者に対し真剣な配慮を与えつつ、不服意見表明の手続きを、明文化された手続

きに従い、かつ公平に、とり行うものとする。

２．厚生労働省は、薬価制度及び保険医療材料制度の見直しに係る検討の透明性を

確保するために、外国の医薬品・医療用具製造業者からの要望に応じて、関係審

議会や関係検討会における意見表明を日本の製造業者と同等に行う機会及び厚

生労働省のあらゆるレベルの職員との意見交換を行う機会を引き続き提供する。

厚生労働省は、改革の過程の様々な段階での活発な対話を通じ、意義のある議論

を行うために十分な時間を与えるとともに、米国製造業者を含む関係業界の提案

や意見を、真剣に考慮する。

Ｅ．栄養補助食品

１．厚生労働省は、２００１年４月１日、「市場開放問題苦情処理推進本部」（ＯＴ

Ｏ）の勧告を踏まえ、いわゆる栄養補助食品について、科学的なデータ及び情報

がある場合には、栄養及び健康に関する表示を認めることとする新たな制度を施

行した。将来新たに出てくる製品の自由化に関しては、当該新制度及び上記ＯＴ

Ｏ勧告を踏まえ、評価されることになる。厚生労働省は、当該規制制度のデータ

要件が、合理的かつ適切であること並びに安全性及び有効性を担保するうえで必

要なものに限定されていることを確保する。厚生労働省は、製品の承認にあたっ

ては、引き続き外国のデータ及び情報を最大限可能な限り使用することとし、同

様の方法で栄養及び健康に関する表示を評価することとする。

２．カプセルや錠剤といった通常の食品とは形状の異なるものであって、健康に関

する表示がなされた食品に使用される添加物（日本国における定義による。例え

ば、ビタミン、ミネラル及び賦型剤。）について、医薬品の成分として使用され

たことがあるものである場合には、厚生労働省は、新たに策定された指針（「保



健機能食品であって、カプセル、錠剤等通常の食品形態でない食品の成分となる

物質の指定及び使用基準改正に関する指針」）において、１年間の毒性試験を省

略することを可能とした。

Ｆ．ヘルスケアサービス

１．２００１年３月１日、改正医療法が施行され、医療機関が広告できるものとし

て、治験に関する事項、保健指導の実施、対応することができる言語、（財）日

本医療機能評価機構による医療機能評価の結果、健康診査の実施といった事項が

新たに認められることとなった。

２．日本政府は、今後とも、サービスの効率性及び質を向上することを目的として、

ヘルスケア分野の規制の見直しに努めていく。

IV．エネルギー

Ａ．エネルギー分野の自由化

　　日米両政府は、日本のエネルギー分野の一層の規制改革についての進展と計画

について、また、米国において現在進行中の同分野の再編について意見交換を行

った。両政府は、日本の目指す効率的、合理的でより低廉なエネルギー供給の実

現をもたらすより競争的なエネルギー市場の実現のための措置について議論し

た。これらの措置は、公共の福祉やエネルギー安全保障、環境について与える影

響を考慮するものである。日米政府は、規制改革によって得られる便益や安定供

給へのリスクを含め諸外国の事例から得られる教訓を注意深く考察する必要を

認識し、上記措置が思慮深く推進される必要があるという点で認識が一致した。

これらの共通の見解に基づき、日本政府はエネルギー分野における規制改革を実

行しており、また今後も実行し続ける。

　

Ｂ．規制主体

１．２００１年１月より、資源エネルギー庁の中に新しく電力市場整備課が設けら

れ、日本の電力市場の規制に対し責任を有することとなった。日本政府はこの新

しい部署が電力規制に関し効果的で独立した権限を有するよう、引き続き以下を

含む措置を講ずる。

ａ．送電線網への公正で開かれたアクセスを促進すべく、電力市場整備課と公正取

引委員会が協力することを確保する（２０００年度に、経済産業省は２０の相

談・紛争処理事例について、公正取引委員会と共同で独禁法適用の観点から検

討・対処した）。

ｂ．従前の組織よりも多くの人員を配置された電力市場整備課において、適切な専

門性をもった人材及び資源を確保する。

ｃ．電力市場整備課の独立性を適切な規定により維持する。



２．２００１年１月より、資源エネルギー庁の中に新しくガス市場整備課が設けら

れ、日本のガス市場の規制に対し責任を有することとなった。日本政府はこの新

しい部署がガス規制に関し効果的で独立した権限を有するよう、引き続き以下を

含む措置を講ずる。

ａ．ガス輸送ネットワークへの公正で開かれたアクセスを促進すべく、ガス市場整

備課と公正取引委員会が協力することを確保する。

ｂ．ガス市場整備課において、適切な専門性をもった人材及び資源を確保する。

ｃ．ガス市場整備課の独立性を適切な規定により維持する。

Ｃ．競争政策の保護

１．公正取引委員会は、日本の電力又はガス市場へのアクセスを、競争を実質的に

制限したり、市場支配力を維持・拡大するような方法で妨げるような排他的行為

に対し、独占禁止法及び関連するガイドラインを運用する。「適正な電力取引に

ついての指針」及び「適正なガス取引についての指針」の遵守を確保すべく、電

力及びガス市場は積極的に監視される。経済産業省及び公正取引委員会は、競争

に関する問題が生じるような行動のタイプについての経験を積むに従い、適宜、

両ガイドラインを拡張・明確化する。

２．２００１年４月、公正取引委員会は、審査局内に、ＩＴ・公益事業タスクフォ

ースを設置したが、同タスクフォースは、他の分野の中でも、電気及びガス分野

における独占禁止法違反被疑事件に焦点を当てる。このタスクフォースは、審査

長１名及び幾人かの審査専門官により構成され、彼らは必要な場合、公正取引委

員会の審査局以外の部署の職員や公正取引委員会の外部の専門家と協力する。

３．独占禁止法に照らし、公正取引委員会は、電力及びガス市場を含むいかなる市

場においても、反競争的な影響を引き起こす可能性のある合併及び資産取得につ

いて厳格に審査する。

Ｄ．パブリック・コメント手続

　　エネルギーに関する政令、省令、告示及びその他の手段の実施に際しては、経

済産業省は可能な限り３０日間、もし適切かつ可能であればより長い期間のパブ

リック・コメント期間を設ける。

Ｅ．電力

　　日本政府は、電力市場における公正かつ効果的な競争の確保のための規制改革

措置を実施しており、また今後とも引き続き実施していく。

１．経済産業省は、競争的電力市場の実現のためには、送電線網への非差別的アク

セスが必要であること、またそうした非差別的アクセスを実現し監視するために

は、送電部門の活動を発電部門その他の活動と区別することが必要であることを



認識している。２００１年度中に、経済産業省は、

ａ．２０００年度に電力会社が実施した託送サービス収支の公表を確保する。

ｂ．託送サービスの収支を含む２０００年度の電力会社の経理を監査し、託送料金

が適切であるかどうかについての評価を行い、その評価の結果を公表する。

ｃ．非差別的アクセスの実現のため、託送サービスの中立性と透明性についての監

視を続ける。

２．経済産業省は、送電容量の拡張が必要な場合を含め、新規参入者からの託送申

込みを公平かつ透明に処理することが競争的な電力市場にとって必要であるこ

とを認識している。経済産業省は、

ａ．電力会社が、新規送電線の相互接続要件に関する情報を含む情報提供により、

これらの申込みに対して公平かつ合理的に迅速な方法で検討し応答するよう、要

請し続ける。

ｂ．より競争的な電力市場の発展に伴う、新規送電線の建設の必要性を監視する。

３．日本の電力市場における新規参入は、日本政府の電力価格の低廉化、効率性・

革新性の増進という目標の実現に資するものであると認識し、経済産業省は新規

参入の促進のために以下を含む措置を講ずる。

ａ．新規の発電所や送電線のタイムリーな建設を確保するため、規制の公共目的を

維持しつつ、既存の規制基準について必要に応じ研究する。

ｂ．市場への新規参入に関心を有する当事者からの相談に積極的に応ずる。（経済

産業省は新規参入を含む４４の事例に助言しており、その情報はインターネット

で入手可能）

ｃ．新規参入者を含む様々な市場参加者間の紛争を調停するために最近確立された、

公式で包括的な紛争処理メカニズムを通じ、市場における全ての需要家と競争事

業者の公平な取扱を確保する。

４．日本政府は、電源開発株式会社（ＥＰＤＣ）の民営化が、独占禁止法及び電力

市場の規制改革に関する日本政府の政策に一致する方法で実施されるべきであ

り、競争を妨げるような方法で実施されるべきでないことを認識する。加えて、

日本政府は、電源開発株式会社の設備の取得が独占禁止法による審査の対象とな

り得ることを確認する。

５．経済産業省は、電力市場における市場参加者が入手可能な情報の質と透明性を

向上させるための様々な施策を実施している。それらの措置は以下のものを含む。

ａ．２００１年に規制部門から自由化部門への内部補填を防止するための第三者監

査を実施し、自由化部門において赤字が発生していた場合には、その結果を公表

する。

ｂ．企業と消費者が、電気料金削減に関する規制改革の進展状況を把握しうるよう、

各供給区域ごとの電力価格の半年毎の調査を引き続き実施する。さらには、経済

産業省は、現在の規制改革が競争を実現している程度を評価するために、その調

査結果を分析する。



６．経済産業省は、電力市場における規制改革の進展状況について、新規参入の実

態を含めた評価を２００３年までに行い、公表する。

Ｆ．ガス

　　日本政府は、ガス市場における公正かつ効果的な競争の確保のための規制改革

措置を実施しており、また今後とも引き続き実施していく。

１．経済産業省は、十分に発達したガス輸送システムを伴った、公正で透明なガス

市場の実現が、日本の電力市場での効果的な競争に貢献しうるということを認識

する。

２．経済産業省は、エネルギー市場の成長に、輸送インフラの発展が果たす役割を

認識し、新規のパイプライン及びＬＮＧ設備の立地に必要な主要な規制のリスト

を公表する。

３．競争的ガス供給者によるガス輸送サービスへの非差別的アクセスを確保するこ

とを容易にするため、経済産業省は、大手一般ガス事業者がそのガスパイプライ

ン網へのオープンアクセスに当たっての公正で透明な条件を設定することを定

めた規則を２００１年１月に設定した。

４．経済産業省は、包括的で透明な手法で日本のガス市場に関する研究を開始した。

例えば、

ａ．ガス市場の透明性と効率性を増大させうる幅広い課題を調査することを目的と

した「ガス市場整備基本問題研究会」を２００１年１月に設置した。（研究会は、

学会及び産業界の多くの有識者から構成され、その審議は公開される。）

ｂ．諸外国における自由化の状況についての研究を実施した。

５．経済産業省は、２００１年１月に制定・公表した、ガス料金算定方法、既存事

業者所有のガスパイプラインに関する託送料金算定手法、その他の条件等に関す

る規則を実施する。

６．経済産業省は、紛争処理ガイドラインに基づき、公正かつ公平な手法で、新た

に規制緩和されたガス市場に関連する苦情に対処する。

７．経済産業省は、ガス市場への参入者が利用できる情報の質と透明性を改善する

措置を、今後とも講じる。これらの措置には次のものを含む。

ａ．経済産業省の料金制度分科会において、料金の算定メカニズムとその透明性に

関する研究を実施し、その結果を２０００年１１月に公表したこと。また、

ｂ．２００１年１月に制定し公表した、ガス料金、託送料金、その他条件等に関す

る情報公開ガイドラインを速やかに実施すること。

８．経済産業省は、ガス市場の規制改革の進展状況について、新規参入状況を含め

た評価を２００３年までに行い、公表する。



V．金融サービス

Ａ．特定の措置

　　我が国の金融システム改革プログラム（日本版「ビッグ・バン」）は、１９９

６年１１月に橋本総理のイニシアティブにより開始され、フリー、フェア、グロ

ーバルの理念の下に抜本的な金融自由化・規制緩和を行うことにより、我が国金

融市場の活性化を目的としている。全ての措置が予定通り実施に移された。

  　昨年１０月１２日の日本政府への米国政府規制改革要望書におけるに項目に
ついても、下記に記述してあるとおり、目論見書の交付の電子化の導入がすでに

措置済である他、確定拠出年金制度の導入及び、金融機関等による申請・届出等

手続をインターネットを利用して行い得る制度の整備については今後措置を実

施する予定であり、さらなる我が国金融市場の活性化を目指している。また、自

主規制機関等が会員に関する政策、法令により付与された処分権限に係る審査基

準、処分基準を定める場合についても、政府のパブリック・コメント手続に準じ

た手続を経ることが望ましい。例えば日本証券業協会や証券取引所はパブリッ

ク・コメント手続を既に実施しており、金融分野における透明性の向上が図られ

ている。

１．過去の共同現状報告において報告された措置に加え、以下の措置が実施済みで

ある。

ａ．銀行子会社による保険への参入の解禁（２０００年１０月１日）

ｂ．銀行による保険の窓口販売の解禁（２００１年４月１日から一部商品を解禁）

ｃ．特定目的会社（ＳＰＣ）による流動化対象資産を拡大するとともに、より使い

勝手のよい制度に改める等の制度の整備（２０００年１１月３０日関係法令施

行）

ｄ．ファイアー･ウォール規制の適用除外の承認基準の明確化（２０００年６月３

０日府令、ガイドライン改正）。申請手続は２００１年の早期に完了しており、

本手続の下で最初の承認が既に行われている。

ｅ．有価証券の目論見書の交付等の電子化の導入（２００１年４月１日）。有価証

券報告書、半期報告書は電子的に提出することができる（２００１年６月１日以

降）。有価証券届出書については２００２年６月１日までの政令で定める日に実

施予定。

ｆ．年金福祉事業団の承継基金（年金資金運用基金）について、資産運用を委託し

ている信託銀行及び投資顧問会社の間で運用委託先を変更する場合において、証

券現物移管を可能とする規定を整備、及び、年金資金運用基金の資金運用におけ

る投資顧問会社を利用する際に、リミテッド・パートナーシップ以外の新たな信

託スキーム（特定包括信託）を導入（２００１年４月１日） 
ｇ．株価指数に連動する現物出資型上場投資信託（ＥＴＦ）の導入（２００１年６

月６日）

ｈ．金融庁は、昨年の共同現状報告に記述のある、現行の法令解釈等の照会に対す



る回答制度の効率的な実施に関し、意欲的に作業を行ってきた。２００１年３月

２７日のいわゆる日本版ノーアクションレター制度に係る閣議決定を踏まえ、金

融庁は今年度中の可能な限り早期に新たな制度を導入する。

２．さらに、引き続き金融市場の改革を推進していくため、今後以下の措置を実施

する予定。

ａ．銀行本体の信託業務への参入の解禁（「銀行法等の一部を改正する法律案」は、

国会提出済。この部分については、２００１年１０月１日を施行日としている。）

ｂ．異業種による銀行業参入に対応した規定の整備（「銀行法等の一部を改正する

法律案」は、国会提出済。公布日から６ヶ月以内の政令で定める日を施行日とし

ている。）

ｃ．ＣＰのペーパーレス化。「短期社債等の振替に関する法律案」は国会を通過し

ており、２００２年４月１日から施行予定。日本政府は、他の投資商品のペーパ

ーレス化について検討を行う。 
ｄ．確定拠出年金制度の導入（確定拠出年金法が成立。２００１年１０月１日施行。）    

ｅ．金融機関等による申請・届出等手続について、インターネットを利用して行い

得る制度、システムを整備（平成１５年度までに実施予定）。

Ｂ．簡保（簡易保険）

１．日本政府は、２０００年７月に発表した第三回日米共同現状報告Ⅳ．Ｂ．２．

を再確認する。

２．簡易保険の将来については、簡易生命保険法の目的規定及び行政改革プログラ

ム（１９９６年１２月２５日閣議決定）の基本的な考え方を踏まえ、１９９８年

の中央省庁等改革基本法により、２００１年１月に総務省と郵政事業庁へ事業が

引き継がれ、今後、総務省と新たな公社へ事業が引き継がれ、実施されることと

なっている。

　　総務省は、現在、新たな公社制度において適用される簡易生命保険法の枠組み

について検討中である。

３．総務省は、簡易保険が国民の福祉の増進を図る旨を規定する簡易生命保険法の

規定及び簡易保険制度の変更について外国保険事業者を含む民間団体が有する

関心を踏まえ、新たな公社への移行が影響を与える簡易生命保険法における簡易

保険商品に係る規定の改正案の作成に関し、法案の国会提出に先立って、広く一

般に情報を提供することの重要性を認識している。

４．上記の作成に関し、総務省は、外国保険事業者を含む民間利害関係者に対し、

要請に基づき、意見を述べ、総務省と意見交換を行う機会を与える。



VI．住宅

Ａ．二次的住宅市場

１．情報アクセス

　　国土交通省は、中古住宅価格査定に用いる新たな標準化モデルに住宅の維持・

改修の程度が反映されるよう、財団法人不動産流通近代化センターが行う戸建及

びマンションの中古住宅の価格査定マニュアル改訂に対し、引き続き支援を行う。

２．維持・改修の便益のプロモーション

　　国土交通省は、従来から、中古住宅の維持・改修を行うことが如何に中古住宅

の質の向上のためになりうるかについて様々な機会を通じて訴えている。これら

の機会には、毎年国土交通省が主催し地方自治体と開催する全国規模の住宅月間

があり、今年度は２００１年１０月に行われる。耐久性の向上は、環境に便益を

もたらすのと同様中古住宅の質を向上させ得る。国土交通省は、中古住宅市場の

整備のため種々の施策について考慮を続ける。

３．融資（住宅金融公庫及び登録免許税）

　　中古住宅の登録免許税に関しては、税率は ５０／ １０００ から新築住宅と
同様に３ ／ １０００（移転登記の場合）に軽減されている。中古住宅売買に対
する同制度の重要性に鑑み、当該特例措置について、日本政府は、適用期限を２

００３年３月３１日まで延長した。住宅金融公庫法の改正を経て、２０００年度

より、一定の良質な中古マンションについては償還期間を３０年から新築と同じ

３５年に、同様に一定の良質な中古戸建て住宅については償還期間を２０年から

２５年に延長した。

Ｂ．パブリック・コメント手続

　　国土交通省は建築基準法及び住宅の品質確保の促進等に関する法律に関する

政令、省令、告示その他に関して可能な限り約３０日の意見募集期間を取るこ

ととし、適切かつ可能であればそれ以上の期間を取ることとする。

Ｃ．建築規制及び基準

１．米国政府は農林水産省と協力し、農林水産省が米国の林産物格付制度が日本

農林規格（ＪＡＳ）と同等であるかどうかを確認するため、必要な書類の作成

に取り組んでいる。米国政府はその書類をかなり近い将来に提出するつもりで

ある。農林水産省は、同等性審査を行うのに必要な書類の提出を受けて、可能

な限り早く同等性に関する決定を行うため、誠意を持って努力する。

２．建築基準の透明性を確保し、新しい製品や工法の導入を可能にし、客観的性

能基準に基づくことを認識し、旧建設省は１９９８年に建築基準法を改正し性

能基準を導入し、２０００年６月１日に施行した。改正法の実施を円滑化する



ため、日本政府は耐火試験法について出版物を出版し普及をはかる。

３．２０００年の１１月に旧建設省は、特定行政庁と指定確認検査機関に対し、Ｏ
ＳＢの調整係数に合板と同様の係数を用い、これらの同等性を確認することを通
知した。

４．米国政府と日本政府は、ＢＥＣ（日米加建築専門家会合）、ＪＡＳ技術委員会

及び林産物小委員会等の場を通じて性能基準、耐火試験方法及び手続きの実施

等に関する技術的話し合いを引き続き行う。

VII．競争政策及び独占禁止法

Ａ．公正取引委員会の独立性

１．２００１年の省庁再編後においても、公正取引委員会の独立性は、以前と同様

に確保されている。

２．２００１年６月２６日に閣議決定された「今後の経済財政運営及び経済社会の

構造改革に関する基本方針（基本方針）」において、日本政府は、新たな省庁体

制の中で、公正取引委員会の位置付けについて、規制当局からの独立性、中立性

等の観点からよりふさわしい体制に移行することを検討することとされている。

Ｂ．独占禁止法の執行強化

１．日本政府は、公正取引委員会が独占禁止法違反行為の摘発を効果的に行い得る

ための、法整備を含めた政策手段を検討する。

２．公正取引委員会は、２００１年２月、２つの作業部会を含む独占禁止研究会を

設置した。手続関係等部会は、独占禁止法の執行の改善に係る諸課題を検討して

いる。これら課題には以下のものが含まれる。

ａ．課徴金納付命令の対象範囲の拡大

ｂ．既往の違反行為に対して適正な措置を講じ得る範囲の拡大

ｃ．勧告及び審判開始決定の実施可能期間の延長

ｄ．刑事告発手続の整備

ｅ．海外への書類送達手続の整備

ｆ．公正取引委員会の審査に協力した事業者や個人に対する減免措置の導入

３．独占禁止研究会は、２００１年秋に、独占禁止法の執行を改善するため、公正

取引委員会に対し、報告書を提出する。公正取引委員会は、本報告書及びその他

の要素を考慮して、必要な法制化の準備を含めて、適切な措置を採る。

４．公正取引委員会は、競争の実質的制限を引き起こすカルテルや共同ボイコット

のような行為に対して、独占禁止法第３条を適用することを再確認する。さらに、

かかる行為が日本における供給量を減らすものであり、その結果、日本における



物やサービスの価格に影響を与える場合には、公正取引委員会は、かかる行為の

参加者に対し、課徴金納付命令を行う。

５．公正取引委員会は、すべての経済のセクターにおいて、価格競争を促進する形

で独占禁止法の全ての規定を執行する。

Ｃ．入札談合の排除

１．日本政府は、入札談合に関与した発注者側に対する措置に関し新しい制度の導

入を含めた法整備について検討を行う。

２．公正取引委員会は、入札談合が行政指導に基づいて行われていると分かった場

合は、行政指導に関するガイドラインに従って、そのような行政指導を排除し、

当該官庁が独占禁止法に相容れない行政指導を行わないことを確保するために、

関係省庁とともに活動を行う。

３．談合の排除を含む、中央政府、政府関係機関及び地方公共団体による公共工事

の入札及び契約の適正化を促進するため、公共工事の入札及び契約の適正化の促

進に関する法律が制定された。２００１年４月１日に施行されたこの法律は、

ａ．全ての発注者に、談合の疑いを提起する事実を公正取引委員会に通知すること

を義務づけ、

ｂ．中央政府に、閣議決定により、公共工事の入札及び契約の適正化の促進方策に

ついての指針を定めることを求め、

ｃ．中央政府、政府機関及び地方公共団体が、公共工事の入札及び契約が適正に実

施されるよう、教育及び研修その他必要な措置を講ずるように努めることを求め、

かつ、

ｄ．国土交通省、財務省及び総務省に、発注者に対して、指針に従って講じた措置

について報告を求め、公共工事の入札及び契約の適正化促進のため、特に必要が

ある措置を講ずべきことを要請する権限を与えている。

４．この法律に基づき、指針が閣議決定された。この指針は、発注者に対し、以下

のことにつき努力義務を課している。

ａ．談合の疑いを提起する事実を公正取引委員会に通知する際に従うべき手続を含

む要領を作成・公表する。

ｂ．談合等の不正行為に対する毅然とした態度を明確にし、「指名停止」について、

不正行為の再発防止のため、厳正に運用する。

ｃ．損害額の認定が可能な場合には、談合の結果として被った損害額の賠償を請求

する。

ｄ．談合を組織し、又は幇助することを含む政府職員の違法行為について厳正に対

処し、かつ、そのような行為の防止のため、職員の教育、研修を適切に行う。

５．公正取引委員会と警察庁は、入札談合に係るそれぞれの調査に関する協力問題

を含め、どのような協議・協力体制が可能であるか、引き続き検討する。



Ｄ．規制緩和が進行している産業における競争の促進

１．公正取引委員会は、規制緩和が進行している産業における、競争を促進する上

で積極的な役割を果たす。

ａ．公正取引委員会は、２００１年１月、政府規制等と競争政策に関する研究会が

取りまとめた報告書「公益事業分野における規制緩和と競争政策」を公表した。

ｂ．公正取引委員会は、所掌事務を遂行する上で必要に応じ、引き続き、競争政策

の観点から、電気、ガスを含め規制緩和が進行している公益事業における、調査、

研究及び政策提言を積極的に行う。

ｃ．公正取引委員会は、電気通信産業における商慣行に係る独占禁止法のガイドラ

インを策定中である。公正取引委員会は、ガイドライン原案を今年公表し、成案

を公表する前にパブリック・コメントを行うとともに、当該コメントを考慮する。

日本語版の公表と同時に、ガイドライン原案の英語訳も公表される。

ｄ．公正取引委員会の政府規制等と競争政策に関する研究会は、２００１年末まで

に、電気通信と放送の融合分野における競争促進のためのアドバイスを含むこと

が予期されている報告書を公表する。

２．公正取引委員会と総務省は、１．ｃ．で述べたガイドラインと一体化するであ

ろう共同ガイドラインの策定を含め、電気通信分野における競争を促進する観点

から、協力するための行動をとる努力を行う。

３．公正取引委員会は、電気通信、電力、ガスなど規制緩和が進行している産業に

おける独占禁止法違反行為に対して審査・執行を行うため、審査局にＩＴ・公益

事業タスクフォースを設置した。タスクフォースへは、公正取引委員会のウェブ

サイト（www.jftc.go.jp/task.htm）を通じて連絡をとることができる。また、独占
禁止法違反に係る申告を直接タスクフォースに出すこともできる。

Ｅ．公正取引委員会のリソース増強

１．２００１年度において、公正取引委員会の職員数は、審査活動及び審査能力を

強化するため、１１名が増員された。この増員分は、主に審査局に配属されるこ

ととなる。

２．２００１年６月２６日に閣議決定された「今後の経済財政運営及び経済社会の

構造改革に関する基本方針（基本方針）」において、日本政府は、公正取引委員

会の体制を強化し、その機能を充実させ、競争政策を強力に実施することとされ

ている。

Ｆ．競争促進のための実態調査

　　公正取引委員会は、２００１年度に１つ又は複数の分野について実態調査を行

う。調査対象分野としては、高度寡占産業を含む可能性がある。



VIII．透明性及びその他の政府慣行

Ａ．パブリック･コメント手続

１．日本政府は、「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続（パブリック･コメント

手続）」を、１９９９年度初めから実施している。本手続の下で、行政機関は、

提出された意見・情報、及び、それらに対する考え方を公表する。意見・情報が

要約された形で公表される場合であっても、それらの意見・情報は、原文のまま

の形で、一定期間、行政機関の閲覧室において、または、その他の形で、国民に

よる閲覧のため公開される。

２．総務省は、１９９９年度分に引き続き、現在、２０００年度におけるパブリッ

ク･コメント手続の実施状況のフォローアップを行っている。今回のフォローア

ップでは、新たな調査項目として、個々の案件の中で意見・情報の募集期間が２

８日を下回るものについて、「具体的理由」を追加したところである。総務省は、

その結果を近々に公表する。

３．以下の機関はパブリック・コメント手続を導入することを決定している。（１）

日本証券業協会、（２）日本小型船舶検査機構、（３）投資信託協会。日本証券業

協会及び日本小型船舶検査機構は、既に右手続を実施している。

Ｂ．「ノーアクション・レター」制度

１．２００１年３月２７日、内閣は、「行政機関による法令適用事前確認手続の導

入について」、いわゆる「ノーアクション・レター」制度を導入した。この新た

な制度の下では、民間企業から府省に対し、特定の事実に関する状況が法令の適

用対象となるかどうかに関し、照会を提出することが出来る。各府省は、原則と

して３０日以内に、照会に対し書面で回答し、その回答を公表する。

２．２００１年末までに、各府省は、新たな「ノーアクション・レター」制度の実

施に関し、詳細な規則を策定する。

Ｃ．政策評価制度

１．日本政府は、２００１年１月、政府の透明性を向上させ、政府の国民に対する

説明責任を徹底し、行政の質を向上させるため、全政府的な政策評価制度を導入

した。この制度においては、各府省において政策評価担当組織を設置し、必要性・

効率性・有効性等の観点から政策の評価を行っている。さらに、総務省は、政策

評価制度を管理する機関として、各府省が行う政策評価の総合性及び厳格な客観

性を担保するための評価を行い、各府省に対して必要な勧告を行う。政策評価に

関する情報は公表される。



２．日本政府は、総務省の政策評価の公正性及び中立性を確保するため、外部の専

門家からなる政策評価・独立行政法人評価委員会を２００１年1月に設置した。

３．日本政府は、政策評価制度の実効性を高めるとともに、行政の説明責任を更に

徹底するため、２００１年の通常国会に「行政機関が行う政策の評価に関する法

律案（ＧＰＥＡ）」を提出した。ＧＰＥＡは２００１年６月に国会で可決され、

政府は２００２年４月からＧＰＥＡを施行する。

４．日本政府は、政策評価制度の充実強化のために引き続き努力し、必要に応じて

見直しを行う。

Ｄ．規制の新設審査

　　各府省は、規制の新設について、これを必要最小限にするとの基本的な方針の

下に、大臣官房等総合調整機能を有する部局において審査を行うこととする。こ

のため、各府省は、規制の新設に当たり、規制の必要性、期待される効果、予想

される国民の負担等のコスト等について検討する。

Ｅ．情報公開

　　「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」が２００１年４月に施行され

た。さらに、日本政府は、政府の行政改革推進本部の下に設置された「特殊法人

情報公開検討委員会」が２０００年７月に提出した最終報告に基づく「独立行政

法人等の保有する情報の公開に関する法律案」を２００１年３月に国会へ提出し

たところである。この法律が制定されれば、独立行政法人、特殊法人等が保有す

る情報の公開を求めることが出来るようになる。

Ｆ．民間機関

　　日本政府は、法律及びこれに基づく政省令並びに条例に根拠を有さずに国民の

権利義務を制限するような規制を民間機関に代行させることはない。

IX. 法制度及び法律サービスのインフラ改革

Ａ．司法制度改革審議会

　　日本政府は、２１世紀の我が国社会において司法が果たすべき役割を明らかに

し、司法制度の改革と基盤の整備に関し必要な基本的施策について調査審議する

ため、１９９９年７月、内閣に司法制度改革審議会を設置した。同審議会は、２

０００年１１月の中間報告の公表を経て、２００１年６月１２日、その意見を取

りまとめ、内閣に提出した。この意見においては、

（１）国民の期待に応える司法制度の構築



（２）司法制度を支える法曹の在り方

（３）国民的基盤の確立

　を三つの柱として掲げ、司法制度改革に関する広汎な提言を行っている。

Ｂ．法律サービス：日本弁護士と外国法事務弁護士との提携・協働

１．日本政府は、国際的な法律サービスに対する需要が日本国内において著しく増

加していること、及び国際ビジネスのニーズを満たすことができるだけの法律サ

ービスの十分な基盤について懸念が表明されてきたことを認める。日本政府はま

た、弁護士と外国法事務弁護士の提携・協働を更に推進することの重要性を認め

る。

２．弁護士と外国法事務弁護士の提携に関して、司法制度改革審議会はその最終意

見の中で、次のように勧告した。

ａ．日本政府は弁護士と外国法事務弁護士との提携・協働を更に推進する見地から

特定共同事業に関する要件を緩和すべきである。また、

ｂ．外国法事務弁護士による日本弁護士の雇用を禁止する規制の見直しに関しては、

日本政府は国際的議論の動向を考慮しつつ、将来の課題として引き続き検討すべ

きである。　

Ｃ．司法制度改革の推進体制

　　司法制度改革実現のための方策の具体化を検討し、３年以内を目途に関連法案

の成立を目指すなど所要の措置を講ずるため、日本政府は内閣の下への司法制度

改革の推進体制の設置を準備している。

Ｄ．司法制度改革審議会意見書

　　司法制度改革審議会はその最終意見において、日本政府に対し、２１世紀の我

が国社会における司法のニーズに応えるための必要な措置を取るべきとしてい

る。日本政府はこれらの提言を実現するための施策を早期に行うこととしている。

　　提言の中には次の様な項目がある。

１．法曹人口の増加について

ａ．現行司法試験合格者数の増加に直ちに着手し、２００４年には合格者数の年間

１，５００人達成を目指す。

ｂ．法科大学院を含む新たな法曹養成制度の整備の状況を見定めながら、２０１０

年頃までには新司法試験の合格者数の年間３，０００人達成を目指すべきである。

２．民事裁判の充実・迅速化

ａ．第一審における審理期間を半減すること

ｂ．訴訟当事者が早期に証拠を収集するための手段の拡充

ｃ．計画審理の推進

ｄ．裁判官の増員



ｅ．法的サービス供給のための弁護士の体制の改善

３．東京・大阪両地方裁判所の知的財産権を扱う専門部を実質的に「特許裁判所」

として機能させること

４．民事訴訟の提訴手数料の低額化

５．仲裁法制の整備

６．行政事件訴訟法の見直しを含めた行政に対する司法審査の在り方に関する総合

的多角的な検討の開始

Ｅ．訴訟における行政文書の利用

　　２００１年３月、日本政府は、公務員又は公務員であった者が所持する文書に

ついて、民事訴訟法第２２０条において設けられている文書提出義務の範囲を拡

大する法案を国会に提出した。

Ｆ．意見交換

　　日本弁護士と外国法事務弁護士との提携・協働をさらに促進し、円滑化するた

め、日本政府は日本弁護士連合会、外国法事務弁護士協会及び在日米国商工会議

所（ＡＣＣＪ）と引き続き意見交換を行う。

X．商法

Ａ．法制審議会会社法部会の「商法等の一部を改正する法律案要綱中間試案」

１．２０００年に日本政府は商法改正へ向けた主要な作業を開始した。

２．法務省の法制審議会（以下「審議会」という。）会社法部会は、２００１年４

月１８日に、会社法の抜本改正を提案する「商法等の一部を改正する法律案要綱

中間試案」（以下「中間試案」という。）を公表し、パブリック・コメントの手続

きを行った。

３．中間試案においては、以下の提案が盛り込まれている。

ａ．ストック・オプションの付与対象者及び会社が発行できるストックオプション

の限度枠に対する規制を撤廃すること

ｂ．譲渡制限会社における授権株式数に係る制限を撤廃すること

ｃ．譲渡制限会社が数種の株式を発行している場合において、ある種類の株主に一

人又は数人の取締役を選任することができるようにすること

ｄ．議決権なき種類の株式の総数に係る制限を、発行済株式総数の二分の一まで引

き上げること（現在は発行済株式総数の三分の一とされている）

ｅ．監査役を置かなくてよいこととし、代わりに、会社の業務を執行する者を執行

役として位置付け、過半数の社外取締役からなる監査委員会、指名委員会及び報

酬委員会を設ける会社システムを採用するという選択肢を認めること

４．中間試案について提出されたパブリック・コメントに十分な配慮を行った上で、



審議会は、２００１年９月に、株式及びＩＴに関連する事項についての法律案要

綱を答申するとともに、２００２年２月にその他の事項についての法律案要綱を

答申することが予定されている。

５．日本政府は、２００１年後半に臨時国会が召集されれば、当該臨時国会に商法

の一部を改正する法案を提出する予定である。当該法案においては、以下の事項

に関する規定が盛り込まれる。

ａ．ストックオプションの付与対象者及び発行限度枠に関する規制を見直すこと

ｂ．株主総会の招集通知、議決権行使等、従来書面等で行うこととされてきたもの

について、インターネット等電子的手段を通じて行うことを可能とするよう措置

すること

６．日本政府は、２００２年の通常国会に、審議会の答申に基づいて策定された広

範な内容からなる商法の改正案を提出する。当該改正案には、会社に対して、監

査委員会等の委員会を設けるとともに会社の業務を執行する者を執行役として

位置付け、そのような場合には監査役を置かなくてよいこととする選択肢を認め

ることが含まれる。

７．日本政府は、上記の新しい制度の導入に加えて、特定の会社に一人又は数人の

社外取締役を置くことを義務づけるなど取締役会の監督機能の強化のための所

要の措置を導入の可否を含めて検討するものとする。

８．審議会は、国際的な企業実務家から表明された懸念を踏まえ、外国会社は、当

該会社と連帯して厳格な責任を負う代表者を選任して登記しなければならない

とする中間試案における提言を見直すものとする。

９．中間試案について提出されたパブリック・コメントについて、法務省は、意見

の提出者が反対しない限り、当該コメントを公表するか又は何らかの形で公の場

でのレビューに付すものとする。

XI．流通

Ａ．通関・輸入手続

１．簡易申告制度

　　日本政府は、貨物の日本への輸入手続を迅速化するために、簡易申告制度を含

む種々の措置を採用してきた。２００１年３月より、承認を受けた輸入者が、指

定を受けた貨物について、法令遵守の確保を条件に、輸入申告と納税申告を分離

し、納税申告の前に貨物を引き取ることを可能とする簡易申告制度を導入し、４

月より本制度を利用した輸入申告が開始されている。

２．Ａｉｒ－ＮＡＣＣＳ

ａ．通関情報処理センターは、２００１年１０月稼動予定の新Ａｉｒ－ＮＡＣＣＳ



に係る利用料金案について、稼動に先立つ１年以上も前から全利用者に対して説

明を行っている。

ｂ．また、センターは、２００１年３月に、新料金案に対する利用者の一層の理解

を求めるとともに、料金設定に係る手続きの透明性を図る観点から、いわゆるパ

ブリック・コメント手続を実施した。即ち、新料金案はもとより、料金設定の考

え方、設定の基礎となる経費等をホームページ上で公表した上で全利用者から意

見を求め、提出された意見及びそれに対する回答についても公表したところであ

る。

ｃ．更に、利用料金に対する利用者の関心が高いこと、利用料金は円滑なシステム

運営を目指す同センターの安定運営にとって極めて重要な事項であることに鑑

み、同センターは、２００１年６月、料金について利用者間で十分議論するため

に、委員会を設立した。委員会は、利用費用の増加が見込まれる利用者の代表を

含んでおり、利用料金体系に関する実際的な勧告を行う。センター及び委員会の

委員は、新Ａｉｒ－ＮＡＣＣＳ導入までにその作業を終了し、勧告が十分に扱わ

れることを期待する。

Ｂ．大規模小売店（大店立地法）

　
　　経済産業省は、一貫性があり、透明で予測可能な大店立地法の施行を円滑化す

るため、以下の措置を継続する。

１．経済産業省は、地方自治体による大店立地法の運用が法の目的を損なうものと

ならないよう注視し、地方自治体に対する説明会及びその職員に対する実務面の

研修を通じて情報提供を行う。経済産業省は引き続き、地方自治体に対し法の施

行や相談窓口の役割に関する必要な情報提供を行う。

２．経済産業省は、昨年開設した相談室を通じ、今後とも同法の適用に関する関係

者からの苦情を受けつけ、その解決の円滑化を行う。

Ｃ．支配的企業が市場をコントロールする力を有している分野における競争

　　日本政府は、流通分野において競争が促進されることの経済的な利益について

認識しており、事業者間又は事業者団体で輸入品、あるいは他の競合商品の排除

を目的とした協定を結ぶことは、競争を害し、我が国独禁法違反となることを確

認する。日本政府は、板ガラス分野も含め、いかなる高度寡占市場においても、

もし仮にそのような協定が存在するのであれば、反競争的慣行に関する具体的事

実を摘示した上で、公正取引委員会に申告するよう、事業者・外国政府に対して

勧奨する。

　　経済産業省では、流通分野における競争の確保に資するよう、経済構造改革を

引き続き推進する。



「強化されたイニシアティブ」の下での

米国政府による規制緩和及びその他の措置

I．規制緩和・競争政策およびその他の措置

Ａ．貿易投資関連事項

１．ヒルマー・ドクトリン

ａ．米国政府は、特に、ジュネーブの世界知的所有権機構で開催されている実体的

特許法調和に関する進行中の協議に関連して、ヒルマー・ドクトリン及び米国特

許法１０２条（ｅ）に基づくその他の関連事項についての日本の要望を引き続き

検討する。

ｂ．米国政府は、先願主義への移行、早期公開制度及び再審査制度のさらなる改善、

並びに特許協力条約（ＰＣＴ）の実務に整合した発明の単一性に関する規則の採

用についての日本の要望に対し、引き続き十分に考慮することを確保する。

２．バード修正条項

ａ．米国政府は、日本政府と、日米規制緩和対話の４年目の対話において、バード

修正条項に関し、幅広い貿易政策上の観点から議論を行った。

ｂ．米国政府は、バード修正条項に関し日本政府等の９カ国のＷＴＯ加盟国政府と、

ＤＳＵ第４条及びＧＡＴＴ第２２条に基づく協議を、２００１年２月６日ジュネ

ーヴにて行った。日本を含む９カ国の政府は、米国政府に対して、バード修正条

項のＷＴＯ協定との整合性に関する懸念を表明した。

ｃ．米国政府は、２００１年６月２６日付の官報で法施行規則案を発表した。米国

政府は、日本政府とバード修正条項に関する意見交換を今後も継続する。

３．エクソン・フロリオ条項

　　米国政府は、エクソン・フロリオ条項に関して、就中規制の予見可能性、完了

した投資の法的安定性、デュープロセス確保という観点から、日本政府が有して

いる懸念を認識する。米国政府は、日本政府との会合及び質問に対する書面の回

答においてこれらの懸念に応える努力は行った。米国政府は、今後のエクソン・

フロリオ条項の運用に当たっては、日本政府の懸念も考慮に入れつつ、ＷＴＯル

ールとの整合性に配慮することとする。

Ｂ．流通

１．通関

　　米国政府は、日本政府と協力して、２００１年末までにＷＣＯ常設技術委員会

で開発された通関時間調査ガイドラインに基づき通関時間調査方法の検討を行

う。

２．酒類販売免許

　　米国政府は、カリフォルニア州の酒類管理法２３３９８．５に規定されている

韓国の「ｓｏｊｕ」と日本の焼酎の取扱いに関する問題について、カリフォルニ



ア州のアルコール・飲料管理当局との対話を継続している。カリフォルニア州の

アルコール・飲料管理当局は、以下のように法律の文言を解釈している。

ａ．この規定により販売されている「ｓｏｊｕ」は、米国に輸入され、アルコール

分が２４％以下で、農産品から製造されたものでなくてはならない。

ｂ．輸入されたものでなくてはならないが、「ｓｏｊｕ」がどこで製造あるいは瓶

詰めされたかに関する制限はない。

ｃ．上記とは逆に、製品が「”Ｋｏｒｅａｎ”ｓｏｊｕ」であるとラベルに表示す

ることは法律上の要件ではない。

ｄ．２３３９８．５の規定上、ビール・ワイン免許で販売される「ｓｏｊｕ」に関

し、韓国語の「ｓｏｊｕ」の代わりに日本語の「焼酎」が使用されうるかどうか

に関しては、規定としては、ビール・ワイン免許の保有者は「ｓｏｊｕ」を販売

することが認められる、というものである。「ｓｏｊｕ」という単語に代わる派

生語や綴りを使用することはできない。

Ｃ．領事事項

１．米国政府と日本政府は、領事事項に関する懸念事項に対応しうる措置について

の議論を継続する。

２．日本政府は、一般的に、特定の分野の米国の移民関係の規則・規制に関する自

らの見解を知らしめるために、既存のパブリック・コメント手続を利用できる。

詳細は司法省移民帰化局のウェブサイト（www.ins.usdoj.gov）にある。

３．米国政府はＨ１－Ｂビザ取得のためのプロセスを改善し、手続全体を簡素化す

るために可能な措置について検討している。米国政府は、所定の手数料を支払え

ば移民帰化局が１５暦日内に当該申請を処理することを保証する「雇用目的の申

請に対する特別処理サービス」を開始した。移民帰化局は、２００１年７月３０

日までに本サービスをＨ１－Ｂ申請者にも拡大する予定である。

４．到着・出発記録、または「Ｉ－９４」に関し、移民帰化局は滞在許可期間の延

長申請の処理期間の短縮化に努めている。現在行われている「入国管理に係る便

益再生のためのプログラム」の一部として、移民帰化局は滞在延長の申請処理の

簡素化にも努めている。さらに、移民帰化局は「Ｉ－９４」の延長申請を期限切

れの一年前から受け付けることを可能とする措置を検討する。

５．日本人を含め、合法的に滞在する全ての外国人は、一つの州の運転免許証取得

のための要件を満たしている場合には、米国の全ての州及び管轄地域において運

転免許証を取得することができる。しかし、殆どの州が、申請者が社会保障番号

を所持している場合にはその提示を求めているため、社会保障番号を所持してい

ないと申告する申請者は、社会保障局において社会保障番号を申請するようにと

の指示を受ける可能性がある。申請者が社会保障番号に不適格であるような州に

おいては、社会保障局はその旨を示したレターを外国人申請者に直ちに発出する。



日本人申請者は、そのレターを社会保障番号の代わりに州の運転免許証発行当局

に対して提示できる。

６．財務上及び納税上の目的のために納税者証明を求める日本人であって、社会保

障番号に不適格である者は、米国内国歳入庁からの個人納税者番号を申請するこ

とができる。本人が内国歳入庁を訪れるか内国歳入庁の無料番号（１－８００－

８２９－３６７６）に電話して、様式Ｗ－７「個人納税者証明番号申請用紙」を

要請することができる。

７．米国の多くの行政庁と民間企業は、社会保障局が法により社会保障番号の割り

当てを許されていない個人からであっても、また当該情報が、要求されるサービ

スの提供に必要とされていない場合であっても、個人に対して多くの目的で社会

保障番号を要求する。この理由から、社会保障局は、社会保障番号を求められた

日本人（社会保障番号に不適格である者）が当該行政庁又は民間企業に対して自

分が社会保障番号を所持していないことを知らせるとともに、求めるサービスの

目的のために別の身分証明の手段を用いるよう求めることを勧める。社会保障局

は、社会保障番号に不適格であることをそれらの行政庁や民間企業に周知させ、

別の身分証明の手段を受けいれるよう指導する。社会保障局は、社会保障番号に

関する合法的滞在者からの苦情を受け付けて責任を持って対応するための窓口

を設けることを検討する。

８．社会保障局及び州は、社会保障番号なしに運転免許証及びその他のサービスや

文書を取得することに係る州毎のプロセス及び手続に関する情報を引き続き提

供する。

Ｄ．法律サービス

　　米国においては、２３の州とコロンビア特別区が、外国法コンサルタントにつ

いての規則を有している。国際ビジネスの促進の観点から、米国政府は全ての州

が、外国法コンサルタントについての規則を採用することを引続き支持する。ア

メリカ弁護士会（ＡＢＡ）は、本件に関する日本政府の要望を認識している。

Ｅ．製造物責任（ＰＬ）改革

　　米国政府は、日本政府が製造物責任（ＰＬ）改革に関心を有していることを認

識し、この問題に関し日本政府と引続き意見交換を行う。米国政府は、製造物責

任（ＰＬ）改革のいかなる過程においても、外国企業を不公平に扱う意図はない

ことを確認する。

Ｆ．競争政策

　　司法省は、継続されている反トラスト法適用除外の適否について、引き続き検

討して意見を表明し、かつ、当然のものと思われている反トラスト法適用除外制



度について、その廃止に努める。この意見についてのいかなる公表文書も日本政

府にとって入手可能になる。

II．住宅

Ａ．規格／基準

１．米国政府は地方自治体と関係団体に対し、試験方法の開発・改良にあたりＩＳ

Ｏの試験方法を考慮することを引き続き奨励する。米国試験材料協会(American
Society for Testing and Materials: ＡＳＴＭ)内で、特定のISO規格（例えばISO834、
ISO1182）の参照と実施を円滑にするための文言の強化を行っている。

２．米国政府は米国内の評価機関（例えばＩＣＢＯ評価サービス(Evaluation
Service :ICBO ES）に対して、日本の評価機関との相互認証の機会について通知
した。

３．米国政府は国際基準評議会（International Code Council: ＩＣＣ）がＩＣＣの建
築物及び設備に関する性能基準の開発のために行っている努力に対し、支援を行

う。

４．日本政府と米国政府は性能基準、耐火試験方法及び手続きの実施等に関する技

術的話し合いを引き続き行う。

Ｂ．メートル法の採用

１．米国政府は、民間部門、連邦及び州政府レベルにおけるメートル法の使用を拡

大、促進するための措置を引き続き講じる。また、当面の間、米国は以下の暫定

的措置を講じている。

２．商務省の国立標準研究所（The National Institute of Standards and Technology :Ｎ
ＩＳＴ）及び計量に関する全米会議（ＮＣＷＭ）は、2000年１月１日以降、米国
の消費財にメートル法のみの表示を認めるという改正された包装・表示に関する

統一規則 (ＵＰＬＲ) の完全実施に関する調整を行った。

３．公正包装及び表示法（ＦＰＬＡ）の適用を受ける製品にメートル法のみの表示

というオプションが認められるようにするため、同法を改正するための法案が議

会への提出に向け準備されている。

III．電気通信

Ａ．米国無線分野の免許付与

　　米国政府は、無線免許を保有する事業者への直接投資規制に関する日本政府の

懸念に対し、外国事業者は、１００パーセント保有する米国会社（subsidiaries）



を通して（間接的に）無線局免許を保有することが可能であり、現に保有してい

ることを確認した。米国政府は、この問題についての日本政府との対話を継続す

る。

Ｂ．外国事業者の認証と免許付与

　　米国政府は、いくつかの基準の明確化及び国際サービスを提供する事業者への

支配的事業者規制の適用を含む、米国の認証・免許付与の審査基準の透明性に関

する日本政府との対話を継続する。

Ｃ．米国無線サービス市場へのアクセス

　　米国政府は、無線免許保持者に対する投資に関する制限案について、日本を含

む貿易相手国の懸念を考慮してきた。

Ｄ．州レベルの規制

　　米国政府は、免許付与手続きを含む州レベルの規制の在り方及び州ごとの規制

の調和に関する日本政府の関心について、日本政府との対話を継続する。

Ｅ．州際アクセスチャージ

　　米国政府は、ＬＲＩＣあるいはその他の規制政策手段を使用する目的を、接続

料が競争市場であれば設定されるであろう価格を反映することを確保するもの

と見ている。米国において取られた措置の結果として、過去数年間でＬＡＴＡ間

通話着信の料金は大きく低下した。米国政府は日本政府に対し、連邦及び州レベ

ルの両方におけるコストベースの規制手段（ＬＲＩＣを含む）の実施に関する情

報、ＣＡＬＬＳアクセスチャージ提案への参加に関する情報、及びＬＲＩＣ方式

に関する司法審理状況に関する情報を提供する。

Ｆ．コスト算出モデルの開発及び採用の透明性

　　ＦＣＣの更なるＬＲＩＣモデルの開発のためのプロセスは、パブリック・コメ

ントを取り入れた透明なプロセスを経たものであり続ける。ＦＣＣが外部のモデ

ルを採用する場合は、そのような採用もパブリック・コメントの対象となる。

Ｇ．インターネットサービスに係る国際回線費用負担の在り方

　　本年、米国National Academy of Scienceは、米国におけるインターネットの発展
の方向性を議論する“The Internet's Coming of Age”と題する報告書を発行した。



この報告書は、www.nap.eduで入手できる。とりわけ、その報告書は、現在のＦ
ＣＣ及び反トラスト当局によるインターネットのモニタリングのレベルは適切

であり継続されるべきであると結論している。米国政府は日本とともに、インタ

ーネットの競争状況に関するデータ収集への参加を含む、インターネット関連の

事項に関するＡＰＥＣ及びＩＴＵの議論に積極的にこれまでも関わってきたし、

これからも関わっていく。

Ｈ．ベンチマークに関するＦＣＣ規則

　　米国政府は、コストを超える計算料金の問題に対処しようとする多国間フォー

ラムに引き続き積極的に参加し、この問題を解決するための確かな努力に貢献し、

そのようなフォーラムにおける議論の進展を尊重する。

IV．医療用具・医薬品

Ａ．製造品質管理規則（ＧＭＰ）

　　食品医薬品庁（ＦＤＡ）と厚生労働省は、ＧＭＰについて、相互承認と同様の

協力的な枠組みに向けて積極的に活動してきているところである。２０００年１

２月、ＦＤＡと厚生労働省は、医薬品ＧＭＰの査察報告書及びその他関連の情報

を交換していくという協力関係について、書簡を交換した。この書簡においては、

以下の事項を行う旨の両者の意志が表明されている。

１．求めに応じて、査察報告書の写し、製品の試験結果を提供する。

２．日本及び米国に存在する医薬品製造施設一覧を作成し、改訂する。（それぞれ

の施設で製造された医薬品のリストを含む。）

３．医薬品の回収に係る情報を提供する。

４．医薬品の品質に係る情報の求めに対応する。

５．情報交換の意義及び進捗状況を評価し、少なくとも３年ごとに１回は当該情報

交換について議論する。

　　ＦＤＡは、医療用具のＧＭＰに関しても、厚生労働省と、情報交換及びその他

の協力を続けていく。ＦＤＡと厚生労働省は、当該活動の重要性を認識する。協

力の手続きについて検討をすすめ、技術的な議論を一層進めていく。

Ｂ．臨床試験の実施の基準（ＧＣＰ）

　　ＦＤＡは、特にＩＣＨにおけるＧＣＰにかかる協力活動を続けていく。またＦ

ＤＡは、ＧＣＰに係る情報について、日本を含む外国規制当局から要請があった

場合には、適切に回答することを継続していく。厚生労働省職員が米国を訪れた

場合には、ＦＤＡは情報交換の機会を提供する用意がある。
 

Ｃ．医薬品の着色剤の変更に関する必要データ



　　ＦＤＡは、着色剤の変更に関する生物学的同等性試験については、ケースバイ

ケースで不要とされる場合があることを確認する。

Ｄ．輸出医薬品証明

　　ＦＤＡは連邦広報に次の提案を公表したところである。ＦＤＡの規制をうける

べき製品であってＦＤＡにより未承認の製品の米国国外への輸出は、当該国の法

律に抵触しない旨を米国内の企業の責任者が確約すれば差し支えないとするこ

と。

Ｅ．医療用具ＧＭＰ査察

　　一般則として、ＦＤＡは、医療用具の原料及び原材料の供給会社を査察するこ

とはない。品質管理体制の規制においては、当該原料の供給会社が医療用具製造

会社の定める規格及び品質要件に適合している原料を製造できる能力があるこ

とを、医療用具製造会社が評価することを義務づけている。ＦＤＡは、医療用具

製造企業に原料供給企業を査察によって評価することを特に求めていない。

Ｆ．化粧品の着色剤規制

　　ＦＤＡの「Permanently Listed Cosmetic Color Additives」及び「Provisionally Listed
Cosmetic Color Additive」に掲載されている、ＦＤＡの証明が必要な、化粧品に用
いる着色剤については、ロットごとにＦＤＡによる証明を受けなければならない。

化粧品企業が、ＦＤＡにより証明を受けた着色剤ロットを使用する限りにおいて

は、当該化粧品企業は証明を受けるために当該着色剤をＦＤＡに提出することを

免除される。

V．金融サービス

Ａ．銀行部門

１．金融持株会社（ＦＨＣ）規制

　　金融制度改革法（グラム・リーチ・ブライリー法）においては、内国民待遇の

原則及び競争的機会の均等法則に基づいて、外国銀行に対しＦＨＣ傘下の米国銀

行と同等の資本及びマネージメント基準を満たすことを要件としている。この基

準はすべての外国銀行に対して無差別に適用される。ＦＲＢは、ＦＨＣの認可と

なるための基準及び手続に関する最終ルールを発行した。レバレッジ･レシオは、

外国銀行が「well-capitalized」の要件を満たすかどうかを判断する際の検査過程
から除外された。現在の検査過程においては、tier１及びバーゼル合意に基づき
計算された総資産高のみを参考としている。ＦＲＢは、外国銀行が「well-
capitalized」の米国銀行と同等の資本を所有しているかどうかを判断する際の１
つの要素として、引き続き外国銀行のレバレッジ・レシオを考慮に入れる。



２．セクション２０企業

　　いわゆる「セクション２０」企業に関して米国は、バーゼル合意に完全に合致

した基準を適用している。これらの自己資本のレベルは米国及び外国銀行の双方

に対し等しく適用され、内国民待遇とも合致している。健全性規制との合致から、

ＦＲＢはいかなる申請者に対しても、自己資本、収益性、リスク集中度、流動性、

資産価値、貸倒引当金の充足度など、すべての関連要素を含めた全体的な財務状

況を査定する必要がある。

３．自己資本等価性預金(Capital Equivalency Deposit)
　　ニューヨークにおける資産担保差入れの対象となる負債から買戻条件付取引が

除外された。ニューヨーク州銀行局は、このように資産担保差入れの対象となる

負債から除外することができるよう、買戻条件付取引と同様の性質を有するその

他の金融商品について特定するよう外国銀行に求めている。

Ｂ．証券部門

１．米国外で募集された証券に関する届出書等の規制

　　ＳＥＣは歴史的に、付随的に米国に接する公募の登録は不要であると認めてい

た。ＳＥＣは１９９０年にレギュレーションＳを採用し、１９３３年証券法の下、

届出要件の治外法権の適用可能性を明らかにした。米国外でのいかなる証券の募

集、売り申込み、売り出し、買い申込みについては証券法の登録要件に従わなく

ても良いことになっている。米国外で行われた取引であるかどうかについての決

定はそれぞれのケースにおける事実と状況に基づいて行われる。レギュレーショ

ンＳはまた、非独占的セーフハーバーを定め、その恩恵は特別手続を必要とする。

２．「ブルースカイ」メモ

　　１９９６年１０月、国家証券市場改革法は連邦による州法の先取りと、そして

多くのケースにおける証券登録を要求する規則を規定するため１９３３証券法

を改正した。結果として、非アメリカ発行者による募集を含む、合衆国における

最も重要な証券募集に関連して、州レベルで証券を登録する必要性は取り除かれ

た。しかしながら、州は自身の対不正行為法の管理、執行権限を保っている。

３．グローバル・オファリングにおける広報活動制限

　　合衆国で証券を販売する準備をしている発行企業は、通常の業務と財務情報に

関してパブリックと対話を行うことができる。この分野でガイダンスを行ったの

に加えて、ＳＥＣは、発行届出書がＳＥＣにファイルされた後に、証券の募集と

関連して行われる一定のコミュニケーションを認める多くのルールを採用した。

（例えば１９３３証券法下のルール１３４、１３５条を参照）さらに、同法下の

ルール１３５ｅは、国境を越えたオファリングに関して、外国発行企業による海

外のプレスコミュニケーションに対するセーフハーバーを規定している。

４．１９４０年投資会社法適用の免除



　　１９４０年投資会社法に基づく免除規定は多数存在し、投資会社の定義から特

定の発行者を除外している。（１９４０年法セクション３（ｂ）（１）、３（ｂ）

（２）、及びルール３ａ－１からルール３ａ－７以下を参照）

５．日本国債の自己資本規制比率上の取り扱い

　　ＳＥＣの純資本ルールのため日本国債と米国債の取り扱いにはほとんど違いが

ない。ニューヨーク証券取引所は現在、ＮＲＳＲＯ（公認格付機関）の上位２つ

の格付けに評価される外国ソブリン債への証拠金率を下げるマージンルール（ル

ール４３１）の改正を提案している。改正案は現在ＳＥＣによってレビュー中で

ある。

６．グローバル・オファリングの安定操作の認可

　　１９９９年にＳＥＣは日本の証券のグローバルオファリングの免除を認めた。

これにより、日本の安定操作ルールはアメリカの証券の募集が完了した後で適用

されている。アメリカの証券の募集が完了する前では、日本におけるシンジゲー

ト安定操作は１９３４年証券取引法下のレギュレーションＭのルール１０４に

応じなければならない。しかしながらルール１０４は、３つの条件；つまり１）

合衆国における安定操作はない、２）アメリカの募集価格を超えた安定操作は行

われない、３）外国での安定操作は同等の安定操作規制を持つ管轄区域で行われ

るべきである；の下、アメリカ安定操作ルールに従うことなく、アメリカの募集

中の海外での安定操作を認める方法を提供する。

７．格付機関の特定基準

　　米国市場に参入する際、外国格付機関はＳＥＣによる公認格付機関（ＮＲＳＲ

Ｏ）としての指定または登録を必要としない。そのかわりに、ＳＥＣスタッフは、

ブローカー・ディーラーが自己資本規制の目的のために一定の格付機関をＮＲＳ

ＲＯとして取り扱うことに関しては、ノーアクションの姿勢をとっている。ＮＲ

ＳＲＯの取り扱いに関するノーアクションレターを発行する際に、ＳＥＣスタッ

フは格付機関の格付けの信頼性をまえもって判断している市場に頼っている。

８．新発外国債に対する登録要件

　　外国政府は、特定の証券取引に適用される証券法の免除規定を利用することに

より、１９３３年証券法（スケジュールＢ）下の登録要件及び４０日待機期間の

両方から逃れることができる。例えば、証券法セクション４（２）を参照；また

第３回共同現状報告の記述も参照のこと。


